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線」（高橋・本庄、2017）。第 2 に、「女性の経営者」ならではの事業活動の困難さ。第 3

















                                                   
*本研究は 2017 年度昭和女子大学現代ビジネス研究所助成金を受けたものである。共同研究員として次の昭和女子大学学
部生が参加した。加納和奈（人間文化学部日本語文化日本文学科 3 年）、木村美香（人間社会学部現代教養学科 2 年）、
Shen Yuwei（人間社会学部福祉社会学科 2 年）、柴田朝晶（人間社会学部福祉社会学科 1年） 
1 昭和女子大学現代ビジネス研究所研究員 

































                                                   
2 経産省が SB の普及や関心を高める目的で、社会や地域課題の解決をビジネス手法により解決に取り組む事業団体を













































































































証仮説④）の 4 つである。 
 
3.  性役割意識-社会貢献意識の「媒介仮説」は支持されるか 
















本学では、2017 年 12 月に一般教育科目の 9 科目の授業を対象に調査を実施した。共同
研究員の学生 4 名が事前に担当教員から承諾を得て、表 2 の内容の無記名式紙アンケート
を授業時間の一部で行い、494 名から回答を得た（平均年齢は 19.5 才±0.256）。9 科目の
選択は、共同研究員がランダムに選択、各授業の推定受講者数と推定回答率から本学在籍







図 2 の通りである 8。A 大学は、本学での
アンケートとほぼ同じ内容のアンケートを郵送して実施を依頼した 9。B 大学は筆者が訪
問、学生に直接回答を依頼して結果を回収した。A 大学は有効サンプル数 215 名（平均年
齢は 19.6 才±0.37）、B 大学は有効サンプル数 10 名（平均年齢は 21.7 才±2.20）であった。
なお、本稿では、アンケート回答により得た個人情報は統計的な処理により個人名等が特
                                                   
5 研究計画では、静岡県に所在する C 大学、北海道に所在する D大学も調査対象としていたが、C大学は調査が完 
了していない、D 大学は諸般の事情により調査中止となったため本学の他 2 つの大学の調査結果の分析となった。
同じ東京都であっても本学が商業集積地に立地するのに対し B 大学は山間地域に近くに立地する点に違いがある。 
6 相対度数分布表から算出。アンケートでは 18 歳未満及び 23 歳以上は階級設定をしておらず、18歳未満は 17歳
を、23 歳以上は 23 歳を階級値とした。他大学の算出においても同様である。 
7 本学ホームページ https://office.swu.ac.jp/data/d_number/d_number_e/ 
8 回答者総数 494 名に対して所属学科内訳 479名との差の 15 名は、所属学科を未回答者である。 
9 相違点は居住場所（Ⅱ-5）と性別（Ⅱ-18）２つである。前者は、主な通学圏と推測される 9 都県から選択する本
学に対し A 大学は居住県名を記述する。後者は、質問項目なし（女子大のため）の本学に対して A大学は共学のた
め男女の選択肢を質問項目に設けた。他学へのアンケートでは、性別は設問番号Ⅱ-18 として質問している。 
（出所）筆者作成
大学名*1 所在地 母集団 学生 対象授業 対象授業数 調査実施日
昭和女子大学 東京都 全学部 女子学生のみ 一般教養科目 9 2017年12月
Ａ大学 鹿児島県 1学科全学生 男女 *2 *2 2018年1月














 検証仮説は意識や実態の相関性を問うものであり、それぞれの質問への回答である 2 変
数を間隔尺度とみなし、ピアソンの積率相関係係数により相関が認められるか検証を行っ
た。統計分析は、マイクロソフトの統計解析アドインソフト「エクセル統計」を使用した。 























表 3 は、本学、他大学及び昨年度の SB55 選事業団体での相関性分析の結果をまとめた




1 将来職場の方針や施策決定に参加したいか、したくないか 多項選択 4
2 　　設問1.回答理由 (「参加したくない」「やや参加したくない」回答者) 無制限複数 6
3 将来考えや意見は、職場の作業の進め方、やり方等に反映されるか、反映されないか 多項選択 4
4 　　設問3.回答理由 (「反映されない」「やや反映されない」回答者) 無制限複数 6
5 日本の職場は働きやすいか、働きにくいか 多項選択 4
6 　　設問5.回答理由 (「働きやすい」「やや働きやすい」回答者) 無制限複数 13
7 　　設問5.回答理由 (「働きにくい」「やや働きにくい」回答者) 無制限複数 13
8 日本の職場にやりがいがあるか、やりがいがないか 多項選択 4
9 　　設問8.回答理由 (「やりがいがある」「やややりがいがある」回答者) 無制限複数 10
10 　　設問8.回答理由 (「やりがいがない」「やややりがいがない」回答者) 無制限複数 10
11 どんな時に仕事にやりがいを感じるか 多項選択 10
12 理想とする結婚・職業観 多項選択 6
13 「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」と思うか、思わないか 多項選択 5
14 家庭で女性が行った方が良い事項 無制限複数 7
15 家庭で男性が行った方が良い事項 無制限複数 7
16 社会のために役立つことをしたいと思うか、思わないか 多項選択 4
17 　　設問17.回答理由 (「思う」「やや思う」回答者) 無制限複数 7
18 社会のために役立つことをしているか、していないか 多項選択 4
19 　　設問19.回答理由と行っている場合、具体内容ときっかけ 文字記入
20 ボランティア、社会貢献活動等に参加しているか 多項選択 3
21 　　設問20.頻度（週・月・年単位の日数及びその他） 多項選択 4
22 　　設問.20の活動に満足しているか 多項選択 4
23 　　設問.20の活動を今後も継続するか 多項選択 4
24 　　設問23.今後の活動のやり方 (「継続する」回答者) 多項選択 7





27 卒業後の就職先の重視事項 無制限複数 12
28 社会貢献や社会問題の解決を主たる業務とする組織に就職したいか 多項選択 5
29 どのような組織を通じて社会に役立つことを行うか 多項選択 9
1 年齢 多項選択 7
2 学年 多項選択 7
3 所属学部 文字記入
4 現在誰と暮らしているか 多項選択 6
5 居住都道府県 多項選択 10
6 出身校共学か女子校か 多項選択 4
7 大学志望順位 多項選択 4
8 大学入試試験方法 無制限複数 6
9 現在の仕事（アルバイト、インターン含む） 文字記入
10 職場で働いている目的（設問9.回答者） 無制限複数 9
11 　　設問10.の仕事の目的（設問10.回答者） 多項選択 8
12 　　設問10.の1週間の仕事時間（設問10.回答者） 多項選択 5
13 サークル・委員会への所属 多項選択 5
14 経験したボランティア活動 多項選択 12
15 ボランティア実施時期 多項選択 6
16 大学生活に満足しているか 多項選択 4





































継続」（薄緑色エリア）の 3 つエリアに大別でき、これらも視野に入れ考察を行った。 
                                                   
10 このような事情から以降の表 3、図 3 には B大学の調査結果を記載していない。 
検証仮説
関係 意識 -意識 意識 -意識 意識 -意識 意識 -意識 意識 -活動
設問 I-13 I-16 I-13 I-5 I-5 I-8 I-8 I-16 I-16 I-20




























     0.066
-0.083 0.417*** 0.367***








を I-18 に替えると、その係数は 0.301（t(492)=6.99, p<.01）で弱い相関が認められた。つ
まり、堅苦しく「社会貢献活動」と構えず、肩肘を張らず身近なところから「気軽に行う
人に役に立つこと」とすると検証仮説④は相関性が認められる 11。A 大学女子学生でも同
様なため（0.262（t(169)=3.53, p<.01））、検証仮説②、③、④媒介仮説の I-5 ↔ I-8 ↔ I-16 
↔ I-18 はすべて相関性が認められ、この媒介仮説が部分的に支持されることは濃厚であろ
う。その先の継続性とのつながりはどうか。I-18 と I-23 は本学では相関性が認められなか
ったが、A 大学は男女ともそれぞれ 0.384（t(45)=2.79, p<.01）、0.235（t(169)=3.14, p<.01）
で弱い相関性が認められた。I-20 と I-23 も同様で A 大学の男女のみ 0.412（t(45)=5.88, 
p<.01）、0.252(t(169)=5.76, p<.01)で同様の結果であった。ちなみに B 大学は、I-18 と I-
23、I-20 と I-23 の係数は、それぞれ 0.325（t(8)=7.61, p<.01）、-0.177（t(8)=-2.61, p<.01）
で前者のみ相関性が認められる。検証仮説①はどうか。本学での相関性は認められないが、
A 大学女子学生は 0.221（t(169)=2.95, p<.01）、B 大学は 0.511（t(8)=1.68, p<.20）で相関
が認められる。 
以上のことから、媒介仮説は、母集団や男女差を問わず相関性が認められる「コア」と、
                                                   
11 筆者はもとより調査対象者と同世代の共同研究員の学生からもこのようなニュアンスであることを確認している。 






でもうひとつ着目すべきは、図 3 の I-22 ↔ I-18 ↔ I-20 の縦の流れである。相関係数は、
本学の分析に限って言えば、I-22 ↔ I-18 が 0.247（t(492)=5.65, p<.01）、 I-18 ↔ I-20 が
0.400（t(492)=9.68, p<.01）で相関が認められる。これは図 1 の緑矢印④～⑥の流れを裏








動の評価・継続のエリアにもつながり、社会貢献組織就職（I-28）に対して B 大学の 0.575
（t(8)=1.99, p<.10）を加えてすべての大学で相関が認められることである。ただ、これと


















                                                   
12 「N 女」とは、NPO や社会貢献を主たる目的とする企業などで働く高学歴を有し、高収入の就労経験を持つ女性。 
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